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〈研究論文〉
近現代日本における重度知的障害児をめぐる
不就学メカニズムに関する考察
橋　田　慈　子
１．問題の所在と研究目的・課題
社会教育は，教育と福祉の谷間に置かれた子
ども，学校に通うことのできなかった児童の教
育要求に応え，それらの子どもの受け皿を形成
してきたといわれている。1900年（明治33年），
第三次小学校令のもとで障害児が就学免除や猶
予の対象になってから，障害児の教育について
は学校教育行政でなく，社会教育行政で担当す
ることとなった。1919年（大正８年）に設置さ
れた文部省普通学務局第四課（のちの社会教育
課）の管掌事項には「聾唖教育及特殊教育」と
いう項目が示され，1924年（大正13年）に社会
教育課が置かれてからも引き継がれた(1)。社会
教育研究者の高橋正教は，この間の社会教育行
政の役割について，第四課の職員を務めた川本
宇之介の思想を援用しつつ，①教育の入口をす
べてのものに開いていたこと，②その入口に達
するための社会的保護の必要を説いていたこと，
③その教育の中身において「心身に適する教育
施設」を講じていたことを指摘している(2)。
しかしながら，第三次小学校令以降，就学免
除の対象になった重い知的障害のある子ども―
―「白痴」児童(3)――の状況に焦点を当ててみる
と，彼/彼女らに対する社会教育行政の積極的対
応はみられなかった。他方で障害児教育を研究
する津曲裕次は，明治期に「キリスト者を中心
とするわずかの民間人」のなかに，「こうした人
びとの生活と教育に関心」を払う者がいたこと
を明らかにし(4)，山崎由可理は精神科医のなか
に「白痴」児童の教育に着手した者がいたこと
に言及している(5)。こうした先行研究は，先進
的な教育実践を扱うあまり，「白痴」児童が不就
学状況に置かれていた要因を，社会教育行政と
の関係から問う視点に欠けていた。
本研究は，学校教育行政と社会教育行政との
連動のもとで重度知的障害児の不就学状況が作
り出されてきたのではないかという問題意識を
持ちながら，重度知的障害児を取り巻く不就学
メカニズムを解明する。そのために本研究では
以下に示す３つの研究課題を設定する。
【1】明治期以降の「白痴」児童をめぐる学校
教育制度と福祉政策の状況を概観し，文部省・
内務省の行政施策のなかで「白痴」児童への積
極的対応がみられてこなかったことを明らかに
する。その後，「白痴」児童の教育に取り組んだ
人々の著作物を参照し，そうした人びとが教育
に取り組む経緯と教育目的・内容を把握する。
【2】大正期から昭和期にかけて社会教育行政の
もとで特殊教育を振興した川本宇之介と青木誠
四郎の著作物を参照し，彼らがどのような問題
意識を持ちながら，障害児に対する教育を振興
してきたのかを明らかにする。そのうえで川本
と青木が，「白痴」児童の教育について，どのよ
うな認識を抱いていたのかを検討し，社会教育
行政における「白痴」児童の疎外状況を浮き彫
りにする。
教育行政等における疎外状況は，知的障害児
に対する社会的疎外状況を作り出し，障害児と
日常生活を共にする人々の意識・行動面に少な
からず影響を与えていたと思われる。特に「教
育を受けさせる」義務を負っている親の意識や
行動は，不就学メカニズムの一端を担っている
と考えられるため，検討の余地があるだろう。
そこで本研究では，【3】知的障害児の親への聞
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き取り調査や親の手記を手掛かりにしながら，
知的障害児をめぐる社会的な疎外状況が，親の
意識・行動面に与えた影響を考察する。これら
【1】から【3】の検討を通して本研究では，重
度知的障害児の不就学メカニズムの一端を明ら
かにしたい。こうした作業は，社会教育が「す
べてのもの」に対して「教育の入口」を開いて
きたという既存の枠組みを修正し，新たな研究
課題を提示することにつながるだろう。
２．「白痴」児を疎外する教育制度の成立
2－1．就学免除・猶予規定の登場
ここでは，明治期以降の「白痴」児童をめぐ
る教育・福祉政策の変遷を整理する。「白痴」児
童の不就学問題と，それに対応する民間の教育
実践は，学校教育制度の誕生に端を発している
といえるだろう。日本では欧米列強に後進する
形で1872年（明治５年）に学校制度が成立した。
当時の義務教育制度は，一定のカリキュラム内
容を履修し終えることを義務づける「課程制」
を採用しており，課程を修了できない児童に対
しては原級留置措置，いわゆる落第制を伴って
いた。原級留置となった児童は原則として同一
学年に留置され，そこで前年度と同じ内容の学
習を繰り返すことになった(6)。こうした制度の
もとで一定数の落第する児童，教員の配慮によ
って進級させてもらう児童の問題が発生した(7)。
学校制度の誕生は同時に様々な要因で学校での
勉強に追いつくことの難しい子どもたちの問題
を噴出させた。
文部省は，国民皆就学を実現するために当初
から様々な施策を採っていた。その一つが義務
教育費の国庫負担制度の導入であった。1900年
（明治33年）に文部省は第三次小学校令を発令し，
そこで初めて義務教育費の国庫負担制度を導入
した。国庫負担制が開始されることにより，形
式的であるせよ就学率の増加傾向が見られた。
第三次小学校令による義務教育費の国庫負担制
の導入は，貧困家庭の児童を公教育の制度に包
摂することに作用した一方で，障害のある子ど
もたちを公教育の対象から除外することにつな
がった。
第三次小学校令の第三十三条では「瘋癲白痴
又ハ不具廃疾」(8)の者が就学免除の対象になり，
「病弱又ハ発育不完全」な者が就学猶予の対象と
して規定された。
第三十三条　学齢児童瘋癲白痴又ハ不具癈
疾ノ為就学スルコト能ハスト認メタルトキハ
市町村長ハ監督官庁ノ認可ヲ受ケ学齢児童保
護者ノ義務ヲ免除スルコトヲ得
学齢児童病弱又ハ発育不完全ノ為就学セシム
ヘキ時期ニ於テ就学スルコト能ハスト認メタ
ルトキハ市町村長ハ監督官庁ノ認可ヲ受ケ其
ノ就学ヲ猶予スルコトヲ得
この法令以来，精神や知能，身体に障害を抱
える子どもが義務教育の対象から除外され，小
学校段階から社会的な疎外状況に置かれること
となった。
明治期に障害のある子どもが義務教育の対象
外となった背景には，日清・日露戦争の影響が
あったといわれている。1894年（明治27年）か
ら始まった日清戦争では，「白痴」・「癲狂」の者
が軍隊不適応を見せていたこともあり，兵役免
除の対象となった(9)。さらに「白痴」の者は政
治や公職につく資格，能力がないため，学校教
育から除外されるべきという社会的通念も形成
されていた(10)。このことから，兵役に代表され
る国民の義務を免除された「白痴」者は，それ
以外にも政治活動に参加する機会を剥奪され，
義務教育の対象外になることもやむを得ないと
考えられていたようすがうかがえる。
就学免除となった「白痴」児童に関する対応
は，文部行政ではなく内務行政がとることとな
り，政策的にはそうした子どもを産んだ親や家
族が扶養義務を担った。1898年（明治31年）に
日本では戸主を中心に据えた家族制度が始まり，
同制度のもとで親が自らの子どもを扶養する家
族扶養主義の原則が確立された。「白痴」児童に
対する就学免除規定が誕生した1900年（明治33
年）には，内務省の下で「精神病者監護法」が
成立し，障害者に対する家族扶養主義原則が強
化された(11)。精神病者監護法第１条は，「白痴」
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者を含む精神病患者の監督責任者として「監護
義務者」を定めており(12)，多くの場合，この役
割は家族――とくに親――が担うこととなった。
障害者の私宅監置にともなう費用（監置室の建
設費や患者扶養費など）も，原則的には患者本
人あるいはその家族が負担した(13)。さらに監護
義務者が義務を遵守しているかどうかが，警察
によって定期的に監視されていた。当時は，就
学や就職の難しい「白痴」者を監護義務者が監
視し，その監置状況を警察が監視するという二
重の監視体制が採られていたのである(14)。この
ようにして，就学免除の対象になった「白痴」
児の世話・面倒は，家族の責任，家族の義務と
して捉えられるようになり，国家でなく親が面
倒を看ることが自明視されていったと考えられ
る。
2－2．「白痴」児に対する民間の教育実践
家族扶養主義政策が強化される時代のなかで
一部の人々は，民間の病院や施設で「白痴」児
童の教育を引き受けるようになった。日本で初
めて「白痴」児の教育に着手したのは，1891年
（明治24年）に東京で滝乃川学園を設立した石井
亮一であるといわれている。石井は学園におい
て「白痴」やそれより軽度の「痴愚」の児童に
対する教育に取り組んだ。石井は，1904年（明
治37年）に『白痴児　其研究及教育』という本
を執筆し，「白痴」児童の「身体」と「精神」を
「感化」する教育に対して，人々が「一層の努
力」をすべきであるという見解を示した(15)。
白痴にありては，其身体も精神も共に甚不
完全にして，他の健康体に見るが如き自然の
発達は，到底これを見るべからず。故を以て，
教師の普通の児童に於るよりも，一層の努力
干渉をなし，以て及ぶべき限り，身体の活動
を盛にし（中略─引用者）容易に外来の刺激
に感応するに至らしめざるべからず。
彼は，「普通の児童」よりも「一層の努力干渉
をなし」て，発達が不完全である「白痴」児童
に対する感化教育に取り組むべきであると考え
ていた。
石井はのちに1908年（明治41年）に開始され
た内務省の感化救済事業(16)講習会で講師を務め，
民間の施設関係者に対して次のように述べた。
「自身が家に白痴を持って居ると考へて」みたら
「それ（「白痴」児のこと―引用者）を教育して
利益があるたらうか，ないたらうかといふ問題
は起こらぬ」，「白痴教育が国家に利益であらう
か，利益でないだらふかということ」は念頭に
ないのだと述べた(17)。こうした石井の発言から
は，彼が就学免除になった児童の監護を引き受
けざるを得ない親や家族の立場に立って，感化
教育に取り組む必要があると考えていたようす
がうかがえる。
感化教育の目標は，「白痴」者が「自活」し，
「家庭」で「生活することが出来るやふに」する
こと(18)，「善良なる習慣」を養うことにあった(19)。
つまり石井は「白痴」児童が自立的に家庭生活
を送ることができるようになることを教育目標
に掲げ，そのために必要な教育を，民間の障害
児施設のなかで行うことを目指していたと考え
られる。
「白痴」児童に対する教育の必要性は，感化救
済事業を聴きにきた施設関係者に共有され，次
第に「白痴」児童を収容する施設が全国各地に
設置されていった。1930年代には日本全国に10
の精神薄弱児施設が設置され，その収容人数は
300名程度にのぼった(20)。さらに施設設置者は
1934年（昭和９年）に精神薄弱児愛護協会(21)と
いう組織を結成し，民間施設で「白痴」児童の
感化教育に取り組んだ。
このような民間施設の建設に並行して，精神
科医の呉秀三は，1909年（明治42年）に東京府
の巣鴨病院のなかに修養学院を開設し，就学を
免除される「白痴」児童の教育に着手した。呉
は「白痴」児童が「家内ニ於テ」「兄弟ノ悪影
響」を受けていることや，「白痴」児に対する
「暴行」が家庭内で蔓延していることを問題視
し(22)，そうした劣悪な環境から子どもを引き離
し，病院で教育する必要性を説いた(23)。呉は
「白痴」児童の教育目標を「尋常生活事ノ執行」
を可能にすることにあると述べ，生活上の自立
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を教育目標に掲げていた(24)。このような教育目
標は，石井の感化教育の目標と大きな相違はな
いように思われる。
呉は1910年（明治43年）から1918年（大正７
年）にかけて，精神病患者の私宅監置に関する
調査を行い，「白痴」者などの精神病者患者を取
り巻く劣悪な家庭環境の問題を指摘し，精神病
院の建設を訴えた(25)。呉たちの意見を反映して，
1919年（大正８年）に精神病院法が成立した。
この法律のもとでは，①精神病者監護法によっ
て監置すべき患者のうち，家庭の貧困等によっ
て家族が世話をすることができない者，②罪を
犯した患者，③公立精神病院に入院する以外に
療養の方法がない者を，内務大臣の設置する公
立精神病院で処置することが規定された ( 2 6 )。
1930年（昭和５年）の調査では，全国に７か所
の公立精神病院，私立病院83か所の設置を見て
いるが，その対象のほとんどは①から③の者に
限定されており，私宅監置を第一原則にする内
務省側の姿勢に大きな変化はなかったと思われ
る(27)。
これまで見てみたように，明治期以来不就学
状況にあった「白痴」児童は，内務省のもとで
対応が採られてきたが，その対応はあくまでも
民間施設や病院で感化教育を振興することにと
どまった。1937年（昭和12年）の統計調査によ
ると，全国の学齢児童における「白痴」児と
「重痴」児（22,000名）のうち，施設に収容され
ていた者は，わずか400名にとどまっていたこ
とが分かっている(28)。このことを考慮に入れる
と，民間の施設や病院に入所できる者はごく一
部の者に限定されており，多くの「白痴」児童
が家族の庇護の下に置かれていたと考えられる。
３．社会教育行政における特殊教育分野の振興
3－1．聴覚障害児教育の運動・制度化
1911年（明治44年）時点の東京市における就
学免除者320名の内訳は，「聾唖」児76名，「白
痴」児54名，「盲」児49名の順に多かった(29)。
このような状況は，社会教育行政が特殊教育分
野の振興に取り組むなかで変化していった。
1904年（明治37年）に日露戦争が終わり戦争
のない時期に突入すると，日本では視聴覚障害
児をどのように公教育の対象に包摂するかが問
われるようになった。こうした動きをつくった
のは教員組織であった。明治末期には，盲・聾
教育関係者による「盲・聾唖教育の義務制化，
公教育化，国庫補助の獲得」を目指した請願運
動が頻発し，15～16年にわたって続けられた(30)。
当時文部省第四課の嘱託職員を務めた川本宇之
介は，聾唖教育関係者の主催する運動大会に参
加し，聴覚障害児に対する特殊教育の必要性を
認識していったという(31)。彼は文部省普通学務
局第四課のもとで聴覚障害児のための特殊教育
を振興していった。
聴覚障害児を対象とした聾唖教育は，もとも
と内務省の感化救済事業のもとで助成金が交付
されていたが，1919年（大正８年）に文部省普
通学務局第四課が設置されると，第四課の管掌
事項になった(32)。さらに第四課のもとでは1921
年（大正10年）に特殊児童保護教育に関する調
査が取り組まれ，聾唖教育の助成金交付が開始
された(33)。そうして1922年（大正11年），盲学校
及聾唖学校令が制定された。
川本は，「知能が相当高」い聴覚障害児が教育
を受けられないことによって社会的・職業的地
位が低くなり，「気の毒な状態」に置かれること
を懸念していた(34)。
聾教育の普及して居ない国に於いては，
一層彼等の社会的地位は低く，収入も少な
く，たまたま職業に従事して居っても，彼
等は常に酷使される様な事が少なくないよ
うに思ふ。考へて見ると実に気の毒な状態
である。
聾唖学校令のもとで聾唖教育の目的は「生活
ニ須要ナル特殊ノ知識技能ヲ授クル」こととさ
れ，職業教育が振興された。1922年（大正11年）
に聾唖学校令が制定されたことで，全国の聾学
校の数は徐々に増加していった。1907年の時点
で聾学校の数は18校だったが，1927年（昭和２
年）には36校に，1935年（昭和10年）には47校に
増加している(35)。こうしたなかで聴覚障害児が
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徐々に特殊教育制度のもとに包摂されていった
のである。
さらに川本は，聴覚障害児のほかに，「白痴」
児童よりも軽度の知能障害のある「劣等」児や
「低能」児に対する特殊教育の振興を説いてい
た。その一方で川本は，職業的自立が困難であ
ると考えられていた「白痴」の児童を，教育の
対象に「含まない」と判断していた(36)。
全然学校教育では不可能な位の重症なるも
の殊に精神欠陥児中の痴愚や白痴又は身体欠
陥児の廃疾等の中に加ふべき者は,之を（教育
の対象に─引用者）含まないこととする。
このような記述を見ると，大正期から昭和期
にかけて特殊教育分野を管掌した社会教育行政
職員が，「白痴」児童を教育の対象としてみなし
ていなかったようすが浮かび上がってきた。川
本の問題意識は障害児の職業的自立にあったた
め，当時，職業的自立が困難であると考えられ
ていた「白痴」児童については教育の対象に含
まないと判断していたのだろう(37)。
3－2．軽度知的障害児教育の運動・制度化
大正期には，文部省普通学務局第四課と社会
教育課のもとで，「低能」児や「劣等」児に対す
る特殊教育制度の整備が進んだ。「低能」児の保
護は，もともと内務省の管轄事項になっていた
が，内務省による対応は社会問題化する「低能」
児への対応にとどまっていた。そうしたなかで
社会教育行政は，都市部の学校を中心に補助学
級・特別学級を開設し，これらの児童に対する
教育に取り組んでいった(38)。文部省普通学務局
第四課は1920年代から就学児童保護施設講習会
を開催し，知能検査の開発および教育方法の考
案を進めていった(39)。
こうした事業にかかわっていたのが第四課で
特殊教育調査嘱託を務めた青木誠四郎であった。
青木はどのような問題意識から，「低能」児や
「劣等」児に対する教育に取り組んだのだろう
か。青木は「正常児童」を前提にした従来の教
育制度のもとでは，「低能」児に対して「正常な
訓練」を施すことは難しいが(40)，「低能」児が
十分に教育を受けられないでいると，失業や貧
困，売春等の「社会問題を醸成する原因」にな
ることを懸念していた(41)。
これ（「低能」児のこと―引用者）をその
自然に放任して，何等特殊の教育方法をも加
へないでおけば，現在の社会に於てその生活
に適応して生活する事ができなくなる。ここ
に失業，貧困，犯罪，売春等の社会問題を醸
成する原因がひそんでいるのである。
そして青木は「低能」児の「運動的能力」を
活かした「職業生活への訓練」を行うべきであ
ると説いた(42)。青木は，「低能」児が社会不安
や社会問題を生み出すことのないように，職業
教育に取り組んだのである。青木も川本と同様
に職業生活の可能な「低能」児に対する特殊教
育を振興していったようすがうかがえる。
一方で青木は「智能が非常に低」い「白痴」
児童に対して，学校教育を施す必要がないと考
えていた(43)。なぜなら「白痴」児が「低能」児
と一緒に教育を受けることで，「低能」児の「教
育の経営を困難にする」可能性があるからであ
った(44)。
働くこと，教へることのできない白痴を他
の低能児と同じに収容することは，この教育
の経営を困難にすることがある。であるから，
白痴は，これを白痴院又は精神病院に送って，
全く他人の監督の下に生活せしめることが至
当であると思ふ。
青木は「働く」ことや「教へる」ことの難し
い「白痴」児童の教育に専念することによって，
働くことのできる子どもたちの成長や発達が阻
害される可能性を懸念し，「白痴」児童を特殊教
育の対象外とした。そして彼は「白痴」児童を
内務省管轄の「白痴院（障害児施設のこと―引
用者）」や「精神病院」に収容することを奨励し
た。青木の記述から，当時特殊教育を管掌事項
としていた社会教育行政のもとでも，「白痴」児
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童が疎外されていたようすが浮き彫りになった。
青木が所属した教育科学研究会　精神薄弱児
研究部会(45)は，1940年（昭和15年）に６月に文
部省に対して建議「国民学校に対する要望」を
提出し，「国民生活を可能にする」ために「精神
薄弱」児童の教育に取り組むことを訴えた(46)。
「精神薄弱」という言葉でくくると，「白痴」児
童も教育の対象に含まれていたように思われる
かもしれないが，そこで推奨されていた教育内
容が，実業教育や職業教育であったことを考慮
すれば，職業的自立が不可能だとされた「白痴」
児童は教育の対象に含まれていなかったと思わ
れる。
教育科学研究会が建議を提出した翌年，1941
年（昭和16年）に日本では国民学校令が制定さ
れて，はじめて「精神薄弱」児童のための「学
級または学校を編制できる」という文言が加わ
った。
第五十三条　国民学校ニ於テハ身体虚弱，
精神薄弱其ノ他心身ニ異常アル児童ニシテ特
別養護ノ必要アリト認ムルモノノ為ニ学級又
ハ学校ヲ編制スルコトヲ得
こうした法令に基づいて，総力戦体制下では
「劣等」児や「低能」児を対象とした補助学級・
特別学級の開設が全国的規模で進んだ。1923年
（大正12年）時点に全国に374学級設置されてい
たこれらの学級は，1944年（昭和19年）に2486
学級にまで増加した(47)。しかし戦局の悪化に伴
い，急速に閉鎖・解散に追い込まれ，1945年
（昭和20年）には517学級にまで減少している(48)。
さらに，終戦間際には「白痴」や「痴愚」の子
どもを保護していた民間施設も，疎開を余儀な
くされた。こうして知的障害のある子どもたち
の就学問題は，戦後に引き継がれていったので
ある。
４．戦後における重度知的障害児の処遇
4－1．重度障害児の処遇をめぐる問題
第二次世界大戦後，民主主義国家の建設が進
むなかで，障害児教育分野の改革も進んだ。
1946年（昭和21年）に制定された日本国憲法第
26条には「能力に応じて，ひとしく教育を受け
る権利」があるという文言が盛り込まれ，憲法
上，障害のある子どもも能力に応じた教育を受
ける権利が認められた。そして，盲・聾学校は
1948年（昭和23年）から義務教育機関として位
置づけられていった。その一方で知的障害児を
対象とした養護学校は，義務教育機関としての
位置づけを獲得できずにいた。
知的障害児関係の教育制度改革に取り組もう
としたのが，第二次世界大戦の前に滝乃川学園
の教育部長を担っていた城戸幡太郎であった。
城戸は戦前から「小学校令第三十三条（就学免
除・猶予規定―引用者）全部の廃止が望ましい」
と考えていた(49)。城戸は戦後も小学校令第三十
三条を「廃棄」し，「新たに精神欠陥者保護法並
びに義務教育施設」の建設を主張していた(50)。
このような城戸の提案があったにもかかわらず，
文部省係官は「精神薄弱」児童の義務教育制度
について難色を示し，旧法令との調整よって城
戸の提案の見直しと縮小が決まった(51)。こうし
て戦後も学校教育法第十八条のもとで就学猶
予・免除規定が存続し，知的障害児の不就学問
題が続いていったと考えられる。
第十八条　前条の規定によつて，保護者が
就学させなければならない子女で，病弱，発
育不完全その他やむを得ない事由のため，就
学困難と認められる者の保護者に対しては，
市町村の教育委員会は，監督庁の定める規程
により，前条第一項に規定する義務を猶予又
は免除することができる
第十八条の規定によって，就学免除・猶予の
対象になった知的障害児は，必要に応じて厚生
省管轄の児童養護施設で処置されることとなっ
た。1948年には，厚生省児童局長と文部省学校
教育局長の連名で，「学校と児童福祉機関の連携
による不就学，長期欠席等の解消」が通知され
たものの，1953年（昭和28年）の児童福祉法第
五次改正によって，施設で保護されている就学
猶予・免除の児童については，「就学させる必要
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がない」ことが通達された(52)。こうしたプロセ
スを経て，戦後，厚生行政のもとでも重度知的
障害児の不就学問題が存続したと考えられる。
文部省が1958年（昭和33年）に実施した実態
調査によると，障害種別の就学率は盲児が
41.3%，聾児が70.8%であるのに対して，精神
薄弱児はわずか1.92%にとどまっていた(53)。こ
のような就学率の違いは，戦前から戦後にかけ
て続いた文部・内務・厚生行政における処遇の
違いに由来する部分もあるだろうし，図１に示
した学校設置数の違いによるところもあったと
思われる。
図１にもあるように，知的障害児を対象とし
た学校は，他の障害種の学校数と比して，著し
く低迷していた。
これまでの検討から，文部・内務・厚生行政
が連動的に作り上げてきた重度知的障害児の疎
外状況が，戦前から戦後にわたる知的障害児の
不就学問題を引き起こしていたことが明らかに
なった。
4－2．障害児を抱える親の疎外状況
行政における重度知的障害児の疎外状況は，
知的障害のある子を持つ「親」たちにどのよう
な影響をもたらしたのだろうか。ここでは，知
的障害のある子を持つ親が刊行した手記や，親
への聞き取り調査のデータを分析して，この点
について考察したい(54)。
世田谷区手をつなぐ親の会に参加した親Ａは，
1960年代になって，教育委員会から重度知的障
害のある子どもの就学猶予を通達されたと語っ
ている。
就学猶予っていう言葉すらあの時には知ら
なくて，いきなり「あなたの子どもは猶予し
なさい」って通達が来て，びっくりして，教
育委員会に飛んでいったのよね。
教育行政等における重度知的障害児の疎外状
況を目の当たりにした親Ａは，周囲から「邪魔
扱いされ」，「受け入れがない」状況のなかで，
「世間は厳しかった」，「外に出ることに抵抗」を
感じるようになっていたと述べる。こうした親
Ａの語りを見ると，教育行政等における重度知
的障害児の疎外状況が，彼/彼女らと生活をとも
にしてきた親の疎外感に影響を及ぼしていたこ
とが示唆された。
さらに，小学校段階から多くの知的障害児が
不就学になっている状況は，知的障害児とそう
でない人々が出会う機会を消失させ，知的障害
児に対する人々の差別意識や偏見的態度を助長
することもあったと思われる。実際，知的障害
のある子を持つ親たちはさまざまな形で他者に
よる差別・偏見を経験していた。表１は，知的
障害児の親が手記『手をつなぐ親たち』に記し
た差別経験に関する記述である。
表１の記述にあるように，知的障害児の親は
様々なレベルで他者による差別・偏見を経験し，
そうした差別的経験を重ねるなかで，「哀しい」，
「辛い」，「肩身の狭い」，「身を切られる思い」を
抱えていた。このことから，知的障害児とその
親に対して向けられた他者の差別意識や偏見的
態度は，親の疎外感や自己疎外を引き起こす一
つの要因になっていた可能性が示唆された。そ
して，多くの親たちは疎外感を抱えるなかで子
どもの教育権を他者に訴えたり，社会に提起し
たりすることから自らを遠ざけていったと想定
される。知的障害のある子を持つ親にとって，
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図１　障害種別　学校数の推移
（日本精神薄弱者福祉連盟『発達障害白書 戦後50年史』日本
文化科学社，1997年，p. 700を参考に筆者作成）
他者との関係性を構築し，自己疎外を克服する
ことは重要な課題になっていたと考えられる。
５．重度知的障害児をめぐる不就学問題のメカ
ニズム
これまで本研究では，重度知的障害児（「白
痴」児童）をめぐる不就学メカニズムを検討し
てきた。
明治期以来，就学免除の対象になった「白痴」
児童の問題には，文部省の学校教育行政ではな
く内務行政が取り組んできた。内務省のもとで
は，「白痴」児童の就学免除規定が誕生した1900
年（明治33年）に精神病者監護法が制定され，不
就学になった「白痴」者の監督責任を親や家族
に課す政策が採用された。その後，石井亮一や
呉秀三などの民間人がそうした家族の抱える問
題状況を認識し，民間ベースの感化教育に着手
していった。しかし民間の施設・病院に入れる
のは，ごく一部の人に限定されており，「白痴」
児童やその家族の問題に対する介入は，内務行
政のもとでも積極的に進んでいなかったと考え
られる。
大正期から特殊教育を振興した社会教育行政
のもとで川本宇之介と青木誠四郎は，職業的自
立が容易な障害児に対する特殊教育を振興する
一方で，職業的自立が難しいと考えていた「白
痴」児童を教育に値しないと見なしていたこと
も分かった。このことから，「白痴」児童は学校
教育行政だけでなく，社会教育行政のもとでも
疎外状況に置かれていたことが明らかになった。
中央の教育行政における消極的姿勢は，その
末端の地方教育行政にも影響を与え，重度知的
障害児の不就学問題は戦後も引き継がれていっ
た。知的障害のある子どもを持つ親への聞き取
り調査や手記の分析からは，親たちが教育行政
による就学猶予・免除や，近隣住民による差
別・偏見を経験するなかで，疎外感を抱くよう
になり，「外に出ることに抵抗」を感じるなどの
自己疎外を引き起こしていたことが浮き彫りに
なった。したがって，重度知的障害児の不就学
問題を解消するプロセスにおいては，子どもに
対して教育を受けさせる義務を負っている親た
ちの疎外感の克服と，親による問題提起，権利
の主張が求められていたことが示唆された。
これまでの検討の結果，教育行政などの行政
組織が歴史的に生み出してきた重度知的障害児
の疎外状況が，社会的な疎外状況を介在する形
で親の自己疎外を引き起こし，重度知的障害児
の不就学メカニズムを作り出してきたことが明
らかになった。行政組織と社会が相互に作用し
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表１　差別経験に関する記述（精神薄弱児育成会『手をつなぐ親たち』国土社，1952年を参
考に筆者作成。（ ）内は差別を行った主体に関するコ―ドと頁数）
ながら作り出してきた重度知的障害児をめぐる
疎外のメカニズムを，本研究では近現代日本に
おける重度知的障害児の不就学メカニズムとし
て提示したい。
こうしたメカニズムは親たちの自助グループ
が成立するなかで徐々に組みかえられていった
と考えられる。1952年（昭和27年）に結成され
た精神薄弱児育成会は，知的障害のある子を持
つ親の組織として，定期的な会合や家庭訪問に
取り組みながら，不就学障害児の親が抱える課
題状況を共有し，親集団の組織化を進めていっ
た。今後は，重度知的障害児の「教育の入口」
を開いてきた主体として親たちの集団を位置付
けながら，親たちが不就学問題を解決していく
過程を検討することを研究課題にしたい。
最後に，本研究に残された課題を提示して本
稿を締めくくる。本研究においては資料的な制
約もあり，第二次世界大戦以前に不就学状況に
あった「白痴」児童とその親，家族の生活実態
に十分言及することができなかった。戦前期の
不就学障害児の親や家族に関する資料を手掛か
りにしてより詳細に生活実態を明らかにする作
業が第一の課題として残る。さらに，重度知的
障害児に対する内務・厚生行政の見方が，学校
教育行政や学校教育行政における処遇にどのよ
うな影響を及ぼしていたのかを考察することも
課題になる。例えば，内務省が主催した感化救
済事業には社会教育行政関係者の参加もみられ
ていた(55)。感化救済事業に参加した社会教育関
係者等の記録を辿りながら，本事業がその後の
社会教育行政における「白痴」児童の処遇に与
えた影響を検討することも，課題になるだろう。
戦後の厚生省における重度知的障害児の見方と
教育行政の処遇との関係についても，検討の余
地が残ると考える。
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（１) 文部省『学制百年史』帝国地方行政学会，
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Research on the Mechanism of Nonattendance of Children
with Severe Learning Difficulties
Nariko  HASHIDA
The purpose of this study is to clarify a part of a mechanism of nonattendance of children with severe
mental disabilities (referred to as “The Retarded”).
“The Retarded” had been excused from attending schools since 1900. This means that they were excluded
from support by educational administrators. Home Ministry had instituted legislation regarding mentally
handicapped patients in 1900, but their parents and families were responsible for the custody of “The Retarded”.
Social worker and doctor who had recognized the problematic situation of such families started education.
However, Home Ministry had a negative stance to the last.
In the Taisho period, the national government played a crucial role in social education for disabled children
who could not attend schools. Under social education administration, Unosuke Kawamoto and Seishiro Aoki
promoted educational policies for children with visual impairments, hearing impairments and mild learning
difficulties. But they judged that “The Retarded” were unworthy of education. The negative attitude towards of
administration “The Retarded” continued to post war period.
Based on an interview survey of participants of parent associations and an analysis of the personal notes
of parents, there is a clear indication of their children being rejected from attending schools and the experience
of segregation within their neighborhoods, leading to a form of parental self-estrangement.
Major results of this study found that educational administration rejected school attendance of children
with severe learning difficulties, leading to social exclusion and parental self-estrangement. As a result, it was
necessary for parent movements to change the mechanism of social exclusion and parental self- estrangement.
― 110―
